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資料安作１５－５

事故発生状況のフォロー等
について
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課 題

【考え方（案）】

事故発生件数の増加傾向の中で、事故発生時等に各社から報告された内容等、
事故発生状況を詳細に評価・分析等を行い、有効な対策の実施に役立てる仕組み
が必要ではないか

電気通信分野においても行政の他、各事業者、関係団体、専門家等が参加・
連携して、事故に関する情報について定点観測的に収集・評価・分析等を実施
し、その結果に基づき、安全・信頼性の向上に資する対策の提言等を行う仕組
みを導入することが有用ではないか

定期的・継続的な事故発生状況等のフォロー等について

○安全・信頼性の確保に関して、他業界においては、上記のような仕組みが数多く整備され
ている
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電気通信事業者

関係者による事故発生状況等のフォロー等のイメージ

重大な
事故報告

四半期毎
事故報告

分析・評価

実施対策の評価

安全・信頼性対策
の立案・実施

安全・信頼性対策
の提言等

ＰＤＣＡサイクルによる
安全・信頼性対策

情報収集

総務省

関係者による場

対策の実施

事故に関する公表
(例) ・事故発生状況

・事故傾向に関する評価分析
・年次報告 等
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他業界における取り組みの現状①

事故情報、安全情報等に関する収集・分析・公表とそれをもとにした対策検討の仕組
みは各種製品、航空、電力等の業界において構築されている事例がある

○業界の連絡会等における、事故情報の共有化と水平展開の推進
○事故事例の検討と類似災害防止への活用
○インターネット利用による社外情報の入手
○イントラネットを利用したヒヤリハット・事故情報等の水平展開
○事故情報データベースの構築と活用
○大規模災害を想定した復旧資材等の全国融通のための情報連絡訓練
○検索可能な労働災害及び設備事故のデータベース化による情報の共有

取
組
状
況

○他社事故事例を踏まえた自社の安全対策の見直し
○事例検討の迅速な実施
○産業事故につながるリスクの減少

成

果

（参考）

消費生活商品
（経済産業省）

自 動 車
（国土交通省）

エレベーター
（国土交通省）

航 空
（国土交通省）

電 力
（経済産業省）

（独）製品評価
技術基盤機構

業界
（主管官庁）

（独）交通安全
環境研究所

（財）日本建築
防災協会

（財）航空輸送技
術研究センター

（独）原子力
安全基盤機構

主な
関係組織

昇降機等事故
対策委員会

運輸安全
委員会

リコール制度重大製品事故 原子力安全・保安院
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他業界における取り組みの現状②（調査等の流れ） （参考）

昇降機等事故対策委員会 運輸安全委員会

抜粋：建築行政における昇降機等に係る事故への対応について（平成２１年２月４日、国土交通省） 運輸安全委員会ＨＰ（http://www.mlit.go.jp/jtsb/nagare.html）より抜粋

※国土交通省社会資本整備審議会建築分科会
建築物等事故・災害対策部会の中に設置された委員会（八条委員会）

※国家行政組織法第３条に基づく国土交通省の外局（三条委員会）


